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１．緒言 

う歯（むし歯）や歯周病，歯肉炎をはじめとする口腔衛生に関わる課題は，口腔内の健康にとどま

らず糖尿病や循環器疾患との関連性が指摘されている．例えば，歯周病菌の内毒素は，糖尿病の増悪

因子となりうる可能性がある１）．また，歯周病は，動脈硬化，心疾患，脳血管疾患のリスクを 7～8倍

高めるという報告もある２）． 

一方，学校保健統計調査の結果をみると，平成 27年度のう歯のある児童生徒の割合（処置完了者を

含む）は，幼稚園 36.2％，小学校 50.8％，中学校 40.5％，高等学校 52.5％であり，全ての学校段階

で前年度より減少している３）．特に，平成 27年度は，高等学校で過去最低の値を示している．これら

のう歯を保有する児童生徒の割合の推移を追うと，幼稚園は昭和 45年度，小学校，中学校及び高等学

校では昭和 50年代半ばをピークに減少傾向にある．また，未処置歯のある者の割合は，全ての学校段

階で昭和 23年度の調査以来，過去最低となっている． 

このような口腔衛生環境の改善については，フッ素化合物の利用（例えば，歯磨剤，塗布，洗口），

フィッシャー・シーラント，砂糖の摂取量の変化，哺乳，歯口清掃等の要因が考えられるが，歯磨き

習慣が浸透した結果と低濃度フッ素配合歯磨き剤のシェア率が拡大した結果がう歯の減少に寄与した

と考えられる４）． 

 学校保健統計調査については，毎年度，う歯保有者（処置完了者を含む），処置完了者，未処置者の

割合についてそれぞれが報告されているが，本研究は，それらのデータを 6歳（小学校 1年生）から

18歳（高校 3年生）の集団とみなして取り扱い，その変化の傾向を鳥瞰的に捉えることを目的とした． 

 栄養状態の悪かった戦後まもなくのう歯保有率は低く，高校卒業時までに緩やかにう歯保有率が悪

化する状況から，栄養状態の改善とともに児童のう歯の問題が顕在化し，それに対する予防や治療が

追い付かない時代を経て，一次予防が積極的に実施されるようになった結果，小学校の段階からう歯

がコントロールされる過程が明らかにされると推測される． 

 

２．研究方法 

2.1.研究対象 

 学校保健統計調査のう歯（処置完了者を含む），処置完了者，未処置者の割合について昭和 31年か

ら平成 27年までの資料を対象とした．学校保健統計調査におけるう歯の標本抽出の方法は，層化集落

抽出法である．①各都道府県の児童生徒数及び学校数に応じ調査実施校数を学校種別に決定，②都道

府県別・学校種別に，児童生徒数に応じ，学校を層化し，当該都道府県の調査実施校数を層数で割り，

1 層当たりの割当学校数を求め，各層内で，調査実施校を単純無作為抽出後，調査実施校の在学者全

員を対象としている． 

 

2.2.データ分析 

 学校保健統計調査のデータを用いて 2 次的に分析した．すなわち，昭和 31 年に小学校 1 年生の児

童は，昭和 32 年に小学校 2 年生になる，そして昭和 33 年に小学校 3 年生になり，昭和 42 年には高
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等学校 3年生になる（表１の〇部分を参照）．これを１つの集団と仮定し，平成 28年段階で報告され

ている平成 27 年のデータまでに得られる集団

を算出し，横軸に年齢（学年），縦軸にう歯保有

割合，処置完了者割合，未処置者の割合を示し

た．なお，グラフ中の S34等の年次を示す数字

は，その年度に 6歳（小学校 1年生）である集

団を意味している．分析は，発育値等を分析し

た豊島・海老原５）らの研究を参考にした． 

 

 

３．結果 

 6歳（小学校 1年生）から 17歳（高等学校 3年生）までのデータがそろって得られるのは，昭和 31

年から平成 16年までに 6歳（小学校 1年生）であった 49集団であった． 

  

3.1.う歯保有者の割合の変化 

う歯（処置完了者を含む）の割合の動向について図 1に示した．昭和 30年代の児童生徒は，6歳か

ら 17歳にかけて，年齢が高くなるにつれてう歯保有割合が高くなった．昭和 40年代では，小学校１

年生段階ですでに高いう歯保有の割合を示すものの，10歳前後でう歯保有率がいったん低下し，その

後，17歳に近づくにつれて高い割合になる 2峰性の傾向を示した．また，8～9歳にかけて見られるう

歯保有率の増加と 11歳以降のう歯の割合増加は昭和 50年代を境に緩やかに抑制される傾向が認めら

小１ 小２ 小３ 小４ 小５ 小６ 中１ 中２ 中３ 高１ 高２ 高３
6歳 ７歳 8歳 9歳 10歳 11歳 12歳 13歳 14歳 15歳 16歳 17歳

昭和31年 ○
昭和32年 △ ○
昭和33年 □ △ ○
昭和34年 ● □ △ ○
昭和35年 ● □ △ ○
昭和36年 ● □ △ ○
昭和37年 ● □ △ ○
昭和38年 ● □ △ ○
昭和39年 ● □ △ ○
昭和40年 ● □ △ ○
昭和41年 ● □ △ ○
昭和42年 ● □ △ ○
昭和43年 ● □ △

表１　データの抽出方法



97 

 

れた．また，11歳以降のう歯保有率の低下傾向は近年，特に顕著であった． 

この傾向をより詳細に検討するためにう歯保有者の割合を 31 年から平成 16 年まで 5 年間隔（1 部

4 年）で抽出し図 2 に示した．昭和 30 年代では，昭和 40 年代と比較するといずれの年齢でも，う歯

保有者の割合が低い傾向を示したのに対し，昭和 40年代から 50年代にかけては，いずれの年齢でも，

う歯保有者の割合が高くなる傾向

が認められた．また，8 歳から 9 歳

にかけてのピーク後に一時低下し，

その後増加する 2峰性の変化を示し

た．平成 2年までは同様な傾向が続

くものの，平成 7年前後から，まず，

11 歳以降のう歯保有者の割合が低

下する傾向が認められ，その後，6歳

から 10 歳におけるう歯保有率が低

下する傾向が認められた.平成 16年

に小学校 1年生であった集団は，小

学校1年生段階でう歯保有率が60％

後半まで抑制されている様子が認

められた． 

 

3.2.う歯処置完了者の割合の変化 

 う歯処置完了者の割合の動向を図 3 に示した．う歯処置完了者の割合は，11 歳から 17 歳にかけて
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増加する傾向が認められたものの，平成に入った前後，ピークは 8歳～10歳であった．また，11歳以

降のう歯完治者が減少する傾向が認めら

れた． 

 この傾向をより詳細に検討するため

に，う歯処置完了者の割合について図 2

と同様に作図し，図 4 に示した．う歯処

置完了者の割合は，昭和 30年代と比較す

ると，昭和 40年代から平成 7年まで，す

べての年齢段階で高くなる傾向が認めら

れた．それが平成 12年を境に，11歳以降

の処置完了者の割合が減少する傾向がみ

られるようになった．また，10歳までの

う歯完治者は，近年になるほど高い割合

を示した． 

 

 

3.3.う歯未処置者の割合の変化 

う歯未処置者の割合の動向を図 5 に示した．う歯未処置者は 11 歳を境に急激に減少する傾向がす

べての年代で一貫して認められるとともに，昭和 50年代中盤から 10歳までに見られる未処置者のピ

ークをはじめ全体的な割合も年次推移に伴って，なだらかに減少する傾向が認められた． 
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これをより詳細に検討するために図 2 と同様な手法を使用して図 6 を作成した．昭和 30 年代から

40年代にかけて未処置者の割合はすべての年齢で同程度を示すものの昭和 50年代より，まず 11歳以

降の年齢で未処置者の割合が低下し，その後，10歳までの未処置者の割合が低下する傾向が認められ

た. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．考察 

 う歯保有者，処置完了者，未処置者の割合について学校保健統計調査のデータもとに 6 歳から 17

歳の集団としてとらえ直し，分析したところ，昭和 30 年代から昭和 50 年代にかけて児童生徒の口腔

衛生状況が悪化する傾向と，昭和 50 年代中盤以降からの緩やかな改善状況，そして平成 10 年前後か

らの急激な状況改善という 3 段階の傾向が認められた．また，う歯保有率の改善に伴って，処置完了

者や未処置者の動向も変化することが明らかにされた．特に，平成 12 年に小学校 1 年であった集団

以降は，それ以前の集団と比較して，全年齢段階でう歯保有率の増加が抑制されており，栄養状態が

悪く，う歯の割合の低かった昭和 31 年と比較しても低値を示していた．このような変化は何が影響

しているのであろうか． 

 う歯を増加させる要因のひとつとして，菓子類や飲食物の摂取習慣が指摘されている 6)．すなわち，

間食や糖分の入った飲料の間隔をあけない摂取がミユータント菌による酸を産生させ，継続的な酸へ

の曝露が歯の脱灰を促進するプロセスである．砂糖の摂取量そのものがう歯を誘発するわけではない

が，ここでは日本人ひとりあたりの砂糖の消費量の推移との関連を検討してみたい．日本人ひとり当

たりの砂糖消費量は，第二次世界大戦において激減したのち，戦後は急激に増加し，昭和 50 年を境

に減少しつつある 7)．この砂糖摂取量の増加と昭和 30 年代以降のグループのう歯の増加とは整合性

が認められる．おそらく食生活が豊かになる過程の中で児童生徒のう歯の割合も増加したのであろう．

また，日本人一人あたりの砂糖消費量が減少し始める昭和 50 年以降では，児童生徒のう歯保有者の

割合は緩やかに低下しており，このような砂糖摂取状況の変化も間食や飲料の摂取の習慣とあわせて

児童生徒のう歯に影響を与えた可能性があると推測される． 

それでは，歯科保健活動という観点からはどのような要因が考えられるのであろうか．う歯の予防

に効果があると考えられるフッ素配合歯磨剤やフッ化物洗口の普及に視点を当ててみたい．フッ素配
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合歯磨剤のシェアについて視点を当ててみると平成 9 年まで 50.0％以下であったシェアが平成 11 年

には 77.0％と約 30％上昇している 8)．これは，平成 7 年に 6 歳であった児童が 10 歳になる時期であ

り，本研究で確認された 11 歳以降のう歯保有率の低下と合致する．また，平成 12 年に 6 歳であった

グループの 6～10 歳時におけるう歯保有率の低下とも整合性がみられる．さらに，平成 12 年の調査

では児童のフッ化物配合歯磨剤の使用状況は 78.3％9)，平成 19 年の調査では，同使用状況が 88.1％

という報告 10）があり，フッ素配合歯磨剤の普及とその使用の影響は少なからず存在するのではない

かと推測される．一方，フッ化物洗口についても，実証的な研究においてその効果が確認されている．

しかし，フッ化物洗口の実施施設数は増加しているものの，平成 16 年段階で全国の児童の 3.1％にす

ぎないという報告もあり 11），フッ素洗口が日本における児童生徒のう歯保有率全体を押し下げた要因

であるとは考えにくい． 

 また，今回，取り上げたデータは就学以降のデータであるが，う歯は幼児期段階から始まっている

という観点から就学前のう歯に関わる要因についても触れてみたい．今回の分析において，う歯保有

率は，いずれの年代においても 6 歳段階で 70％台から 90％台に達しており，就学前の段階ですでに

児童の大多数がう歯を保有率していると言える．就学前のう歯に影響する要因については，おやつの

摂取状況や習慣，就寝時授乳，母親による歯磨き，フッ素塗布などの影響 6，12，13）が明らかにされて

いる．今回の分析結果を見ると，平成 12 年の集団でようやく 50 年をかけて，昭和 31 年段階におけ

る 6 歳のう歯保有率まで低下したと言える．これに関しては，乳幼児期の母親によるブラッシングや

フッ素塗布などの歯科保健活動が影響していると推測されるが，今後も組織的・継続的に取り組む必

要性があろう．  

 歯科保健活動や教育活動は，児童生徒の口腔内衛生や咀嚼力，歯科保健行動に影響を与えると考え

られている 14-18）．このような歯科保健に関する教育的介入と児童生徒のう歯保有率の変化とを照らし

合わせて考察する必要がある．先述のように児童のフッ化物配合歯磨剤の使用状況は平成 12 年の調

査で 78.3％9），平成 19 年の調査で 88.1％10)であり，その高い使用状況の背景には学校健康教育等に

おける児童への啓発活動が存在していると推測される．しかし，学校における歯科保健活動等の統計

的なデータを今回は得ることができなかったため，それらの要因のう歯保有率への影響の検討につい

ては今後の課題としたい． 

以上のように，う歯保有率の増加という過程を経て減少に転じている児童生徒の口腔衛生の状況で

はあるが，近年，経済的・社会的格差がう歯に影響を与えているという研究結果も明らかにされてい

る 19）．平成 17 年に 6 歳であった児童以降のデータについては，今回の研究では分析できていないた

めに，近年指摘される経済格差の影響等については検討できておらず，今後も継続的に児童生徒のう

歯保有率の推移についてはモニタリングする必要があろう． 
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